
市場構造

一一企業集中度の上昇を中心として一一

の製造業イタ
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業をのぞき，高位寡占の状態にある。

1980年代に入ると，製造業全体として高位寡占の

状態にある部門が多くなっていることが観察でき

さらに，

る〈注 I）。

タイ製造業にみられるこのような高い企業集中

タイの経済発展・工業化に大きな影響を及

ぼす。工業化にとって望ましい効果のある場合

も，逆に望ましくない効果をもたらす場合もあ

る。たとえば，下請企業の利用や他企業の行動の

下請企業の利用が

序論
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企業集中度とは，特定の製品の市場における各

企業の 規制について考ええてみると，

促進される場合は，下請企業の経営を安定化さ

工業化にとって望ましい効果がある。

し，企業集中度があまりに高い企業の出現は，寡

しかせ，

占企業や独占企業の弊害をもたらすことになる。

工業化政策の実施によって，市場構造は

影響を受ける。タイの産業開発は，当初政府主導

で進み，民間資本の弱小を反映して公企業設立の

方向で進んだ。その後，世銀の勧告を受け容れ，

民間を主体に，政府は生産基盤の整備等の支援を

ある。市場におけるシェアーの大きい，企業集中

度の高い企業を抱える産業は，その産業の平均的

「価格・費用マージン」が大きい。そのマージン

を狙って参入を意図する企業が存在する一方，企

業集中度の高い企業もシェアーをさらに拡大しよ

うとするから，市場構造は不安定でしばしば変化

する。その産業内には，企業集中度を高め大企業

になっていく企業が生じやすい。

シェアーのことで（販売額などで示される〉

また，

主とするようになった。民間主導ということは，

とりも直さず外国民間資本に依存することを意味

工業化政策を代表するものとし

タイ製造業の各部門ごとに企業集中度をみてみ

ると，おおかたの部門でかなり高いことがみてと

れる。 1970年代の後半から80年代の初めにかけ

たとえば上位4社集中度をみると，低いほう する。それゆえ，

て，外資政策をとりあげる。以上の課題への第1

次的接近として，市場構造と，その市場構造を変

動させる諸要因を把握しておくことの意義は大き

て，

は30店tから高い方は 10叫平にまで広がっている。

各部門間で企業集中度がさまざまのようである

ガラス製造業やセメントその他製

タイ製造業について，企業集中
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Ir、。

本稿の目的は，

たとえば，

造業の集中度は高い。また，化学品に分類される

各部門についてみると医薬品とプラスチック製造

『アジア経済』 XXIX-6 (1988. 6〕

"IJ"-, 



を進行させる三つの要因，すなわち，その産業0・

価格・費用マージンが高いこと，小企業の相対的

コスト不利，および企業集中を昂進させるような

政策の効果を分析することにある。また，市場構

造に関するその他の論点として，タイ製造業にお

いて企業集中が下請関係に及ぼす影響についても

簡単に触れておく。

以下，第E節ではタイ製造業において企業集中

度と価格・費用マージンとの聞に正の相関関係が

みられるこ左を示す。第E節においては，参入障

壁としての小企業のコスト不利率をとりあげる。

第町節において産業開発政策が企業集中に与えた

影響について，タイの外資政策をとりあげ分析す

る。第V節において付随的論点に触れ，第VI節に

おいて要約と結論を述べる。

（注 1) 谷口興ニ「タイ闇エ業発展の過程における

農業組織の変化」（『7ジア経済』第28巻第4号 1987 

年4月〕 16～18ページ。

II 企業集中と価格・費用マージン

本節の目的は，タイ製造業について，各産業部

門ごとに企業集中度の高さと価格・費用マージン

借りとの聞の相関関係を検証することにある。以

下，「基本的なモデル」を示し，次いでデータ

〈注2）の性質について述べ，最後に，相関分析の結

果を示す。

1. 基本的なモデル

カウリング（Cowling〕＝ウォーターソン（Water

son) C注目の理論モデルによれば，議論は以下の

とおりに進む。ある生産物を生産している産業に

N個の企業が存在していると考える。 N個の企業

規模の大小はさしあたり問題としない。また，外

部からの企業参入の可能性がここでは排除されて
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1,、る〈注り。

第 i番目の企業の利潤関数を次式で表わす。

的 ＝P(Y).y,-CtYi ）
 

噌
E
A（
 

ここで，

町は，企業 iの利潤額，

Pは，生産物の価格，

m は，企業 iの生産量，

Ctは，企業 iの限界費用，

Yは，各企業の生産量を加えたもの，すなわ

ち Y＝玄tYtである。

各企業はそれぞれ一定の限界費用で生産してお

り，それぞれの利潤を極大化するように生産量を

決定する情的。ここでは，完全競争市場とは限ら

ないのでこの産業に対する需要関数は水平とは限

らず，価格の逓減関数となる。また，カウリング

＝ウオ｝夕｝ソンは，固定費用部分をも考慮した

モデ、ルを示したが〈注6），議論に決定的影響はない

からここでは固定費用を除く。

利潤極大化の 1階の条件

dπ，fdy,=0 
iこより，

i2) 

P+yi(dP/dY)(dY/dyi〕ーα＝0

となる。

(3）式を m倍して 1からNまですべての企業に

(3) 

ついて加えると，

玄，Py,+玄，y,'(dP/dY)(dY /dy，）－豆tytct=O

(4) 

この式を PYで割って書き直すと，

(~,Py,-~.y,c,) I PY= -玄.くy,/Y)'

(dY/dy，） ・（1／守） (5) 

ただし，守＝（dY/dP)(P/Y）である（注7）。

この（5）式の左辺は，限界費用のなかに賃金支払

部分を含んでおり，価格・費用マージンを示して

いる。右辺は，ハーフィンダーノレ指数値引に企業



4の生産量が産業全体の供給量を変化させる係数

他的，および需要の価格弾力性の逆数がそのウェ

イトとして掛けてある形をしている。 （dY/dy,)

は通常は正，また需要の価格弾力性はここでは負

数として定義しであるから，右辺は全体としては

正である。すなわち，（5）式は，価格・費用マージ

ンが，ハーフィンダール指数と両方向に変動する

ことを示している。

2. 企業集中と価格・費用マージン

産業組織論における市場成果の指標として利潤

率がしばしば用いられる借問。利潤率の指標とし

て通常は資本利益率が用いられるが，これは企業

ベースでしか利用可能でないことが多く，産業別

の議論には適さない。産業別に利潤率を計測する

ために用いられる指標が価格・費用マージンであ

る。価格・費用マージンを用いて市場成果と市場

構造を示す諸変数との聞の関係を実証すること

が，最近頻繁に行なわれている。その一つが浦田

秀次郎＝ハイメ・デ・メロ (Jaimede Melo）「チ

リにおける貿易自由化と市場構造・市場成果」

（『アジア経済』第25巻第7号 1984年7月〉である

が，そこに示されているように， 市場構造（企業

タイ製造業の市場権造

集中度〉と市場成果（価格・費用マージン〉との相互

依存関係を考慮したカウリングの方法には市場成

果の指標として価格・費用マージンが適当であ

る，ということになる。

ノ、ーフィンダール指数は各産業に一つであり，

産業聞の違いを見出し，高い企業集中度を示す産

業の特徴を捉えるためには別の指標が必要とな

る。以下では，企業集中度の指標として，ハーフ

ィンダール指数の代わりに各企業のシェアーを用

い，各企業のシェアーに対して価格・費用マージ

ンを回帰させることにする。モデルは価格・費用

マージンを各企業のシェアーによって決定する形

となる。

PCM＝α＋P • SHARE 

ここで，

PCM は，価格・費用マージン，

SHAREは，各企業のシェア｝，

Fは，それにかかる係数，

αは，定数項

である。

3. データ

タイ製造業の産業別の価格・費用＂？＇－ジンのデ

第1袈価格・費用マージンの企業集中度との回帰分析：タイ (1982年〉

工業部門 !SIC 

議み
3118 
3829 
3821～24 
3831～33 
3839 
3511 

編d1弘・塗料
3521 
3551-59 

造yク製造 3日到。
3610 
3710 

' a 

0. 1964 
0. 1175 
0.2291 
0.2293 
0.2223 
0. 1331 

0.2566 
0.0247 
0.4835 
0. 1399 
0.0461 

fi 

1. 1397 
-0.0423 
-0. 5385 
0.5848 

-0.3956 
0.2324 

0.2819 
0.7247 

-5.4805 
1. 3162 
0.5527 

t R• n 

1. 81'> 0.2901 8 
-1.29 0.4559 5 
-1.30 0.3603 6 
0.67 o. 1012 7 

-2.042> 0.2738 14 
0.85 0.2661 5 

-0.73 0.1510 6 
3. OI2》 0.8187 5 

-4.20り 0.8982 5 
2.392> 0.6552 6 
0.95 0.3108 5 

（出所） International Business Research (Thailand) Co., Million Baht Business Inf官官叫白河Tルliland,1984, 

パンコク， 1984年に基づき筆者計算。
〈注〉 ＆，戸は回帰係数。 tlま係数P の t 値。 24産業中，相関係数R•が0. 1未満のものは落とした。 nはサンフ勺レ数。

1）は2.5%有意， 2）は 5%有意，めは10%有意。
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ータは，バンコクのインターナショナル・ビジネ

ス・リサーチ社 (InternationalBusiness Research 

〔Thailand〕Co.）の発行する MillionBaht B制二

ness Information Thailandの各年版が利用

可能である惟II）。採録されている企業数や欠落し

ている企業について何の情報も得られない点で，

資料としての制約はあるが，産業別に価格・費用

マージンを得る資料としては最善のものであると

考える。

本資料に，「粗マージン」が

（経常的純販売額〉ー（商品生産費用〉
（経常的純販売額）

として示されている。この粗マージンは，価格・

費用マージンの代理変数として使うことができ

る。すなわち，経常的純販売額を出荷額ないし総生

産額とみなせば，商品生産費用は賃金支払額とそ

の他の費用を含むから，分子は｛（付加価値額〕一（賃

金支払額〉｝を意味する。 また，各企業の市場シェ

アーのデ｝タはおなじく MillionBaht Busi・ 

ness Information Thailand より企業別の販売

額を得てその販売合計額に対する比率を求めたも

のである。

これらのデータを使用し， 1982年および78年の

各産業について，産業内の企業を観測対象（サン

プル〉として価格・費用マージンと市場シェア｝

との相闘をみることにした。各産業のサンプル数

は第 1表のとおりである。

4. 相関分析の結果

データの入手できた産業（国際標準産業分類4桁

を中心とする〉が24あったが，回帰分析の結果は第

l表のとおりである。 24産業のうち，相関係数が

0. 1に満たない産業を除いた11産業について示し

た。回帰係数AがOの帰無仮説を2.5ふ 5邸，

あるいはlOf江の有意水準で棄却できる産業が，い
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くつか示されている催問。市場シェアーにかかる

係数が大きく，その価絡・費用マージンへの影響

が大きいとみられる産業は，製結業などである。

いくつかの産業において理論モデルの予想に反す

る符号（負〉が見られる。とくに，その他電機製造

業やプラスチック製造業においてそうであるが，

その理由を考えてみると，モデルでは取りあげら

れなかったが価格・費用マージンに影響するその

他の要因を考えることができる。カウリング＝ウ

ォーターソンは，そのような措抗力の 1例とし

て，産業聞で異なる労働組合率をとりあげてい

る。タイ製造業の各産業について，その労働組合

率を示した資料はない。しかし，タイにおいても

繊維産業や一部の機械製造業で労働組合が活発で

あるとの印象がある。労働組合率以外にも，企業

集中度に応じて投入財価絡がかえって高騰する

〈とくに，輸入財に依存する場合〉こと等も考えられ

よう。産業別に観察する場合に，各産業聞で異な

る景気の動向が価格・費用マージンの決定に及ぼ

す影響もまた無視しえない要因であるが，ここで

は長期にわたるデータが得られないため，景気の

与える影響は取り上げられていない。

（注1) 価格・費用7 ージンは，通常，

と計算される。

（付加価値額）ー（賃金支払額〕
（出荷額〉

（注2) International Business Research 

(Thailand) Co., Million Baht Business lnfor・ 

mation Thailand，バγ コ P，各年版には，資本金100

万バーツ以上の大企業の販売額，利潤額，資産額，負

債額，資本額，証券額，他の財務上の指標，主要株主

名，および主要経営者名，などが載っている。

（注3) Cowling, K.; M. Waterson，“Price-Cost 

Margin and Market Structure，” Economic a，第43

巻第171号， 1976年8月， 267～274ページ。

(i注4) 参入の可能性の排除を仮定しているが，一

般的には参入が考えうる。タイ製造業のなかで障壁泊三



あって参入の困難なものはごく少数であろう。

（注5) 企業の利潤極大化行動については，短期的

には仮定するこ kが許されよう。

（主主6) Cowling; Waterson，飾潟論文， 267ベー

忌〆。

（注7) ここでは産業の需要量が供給量に一致して

いる均衡状態を考えている。霧重要量と供給量の一致し

ている均衡状態の仮定は強い制約のようにみえるが，

必ずしもそうではなL、。検討は省略したが，需給のど

ちらかがより大である不均衡の状態については，それ

が価格に反映され，企業集中度が変化しないままで価

格・費用マージソが変化することが考えられる。この

ケースはまた別の仮説を考えることを意味する。ま

た，ここでは輸入供給を排除してはいないが，明示的

に扱うとすれば，翰入供給の限界費用を考慮しなけれ

ばならない。

〈注8) ハーフイソダーノレ（Herfindahl）指数は，

各企業の市場シェアーを自乗して加えた和によって示

される。すなわち，企業iの市場シェアーを Si とす

れば，企業iを含む農業のハー 7 ィγダーノレ指数 HI

は， Hl=It(S1）＇ となる。企業数が減少すれば向指

数は上昇し，企業集中度が上位企業について不変でら

っても，その産業が寡占の方向に進むことを示す。ま

た，企業問の相対的シェ 7ーによって変動し，すべて

の企業が同一の、ンェアー（会）のとき，同指数は極小

となる。

（注9) 特定の企業iが産業の供給量Yを変化させ

る力であるが，タイ製造業にそのような産業部門の例

は皆無ではない。たとえば，石油供給公社（PTT）な

どであるが，当面その力が大さくそデノレが適用できな

いと推測されるそのような産業は除いておく。

（注10〕 本稿の結果に対比すべき，タイにおける金

融業の投資会社および金融会社合計 112社について，

その市場（企業〉集中度と刺潤率との関係を分析した

先駆的な例が， NivetHemvachiravarakorn; Paibul 

Seriwattana，“Pro五tability and the Business 

Structure，勺司haiJournal of Development Ad-

ministration，第24巻第2号， 1984年4月， 238～253ペ

ージ（原文はタイ語）である。 1981年を対象にした回帰

分析の方が7 イットネ λその他で80年対象の分析より

も成績がよい。それ仁よれば，市場シェ 7ーの係数が

プラスであった。他の変数として，産業の成長率（正〉，

および危険（の大きさ〉（負）が取りあげられている。

タイ製造業の市場構造

（在11) II1!紛rnational Business Research 

くThailand)Co.，前掲S，各年販には表掲されていな

い企業がある。

（注12) 回帰係数の信旗桧を分散分析してみた。結

果は，第1表とおおき〈変わるものではない（下表）。

価格・費用マージYの企業集中度との回帰分析：分散分析表

産業

食品加工業

譲械製議
械設創造

電犠・電子
その他電気機械
工業用化学晶

パイ Y ト・也料
ゴム製品
プラスチッグ製造
陶磁器製造
鉄鋼製造

ISIC 「白~ 残差 IF比Id・1

3112～151 o. 000副 0.542引 O.OOII 18 
3821 o. 00開 0.03倒 0.8訓

3821～241 111.165剖仏794司 l.691I 3 
3831～331 43.444剖 96.51141 0.4剖 1 4 

38391 116. 751副 28.153副 4.151 II 
35111 0.02151 0.0ロ961 o. 7剖 1 2 

35211 o. 00釧 0.012剖 0.5剖 1 3 
3551～591 327. 72旧副 36. 28841 9. 0剖 1 2 

35601 216. 409副 12.260訓 17.6剖
36101 745. 25711 130. 7咽711 5. 7唱 1 3 
37101 o. 00悶 0.005副 0釧

〈出所〉第 l表と同じ。
〈注〉 回帰，残差はそれぞれの平均平方和O d • f.は自由度。

m 企業集中とコスト不利率

本節においては，小企業のコスト不利率借りを

タイ製造業各部門について計測する。大企業に比

べた小企業の生産費上の不利は，小企業の生産性

が大企業に比べて相対的に低いことから生じる。

その比率をコスト不利率（costdisadvantage ratio: 

CDR）という。使用されたデータは，国家統計局

(NSO）の『工業センサス』（Reporton the Industrial 

Census）の産業別総生産高，付加価値額（注2），お

よび労働者数である。

産業別にみたタイ製造業の小企業のコスト不利

率は，第2表のとおりとなった。衣料品製造業で

は予想どおり，小企業の方が有利であり，コスト

不利率は 1をはるかに超えた。衣料品製造業にお

いては，大企業の数自体が少ないが，小企業の方

が大企業に比べて有利となっている。しかし，機

械類（電気機器，輸送機器も同様である〉では，小企

業のコスト不利率はかなり大幅である（注3）。機械

製造業では，小企業のコスト不利率は大企業の 1

に対して0.2467となり，換言すれば平均 1人当り
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！ 工業部門

衣料品｜ゴム製品｜陶磁器製造lガラス製造1：す品i鉄鋼製造｜機械製造｜電気鵬｜翰送機器｜撃造雪

陪IC I 3221 3笛｜矧 I 362 I お91 3711 3叫 3回 I 3倒 I 3 

不利リ率 110. so6o I o. 1190 I 1. oo州 0制 6I o. 8890 I o. 9850 I 0担6710.5印s[ o.羽臼堵Io.649 

（出所） Thailand, National Statistical O伍ce,Report of the 1971 Industrial Census，パンコク， 1971年に基づ

き筆者計算。
（注〉 1以上であれば，小企業の方が有利であることを示す。＊付加価値額がマイナスになる規模の部分を除いて計
算したもの。

付加価値労働生産性は大企業の 4分の lである

く第2表〉。また，電気機器製造業は0.5505であり，

輸送機器製造業は0.2562である。これらの業種に

おける大企業の規模による市場支配力がかなり大

きいものになる可能性がある位り。たとえば，こ

れらの産業における企業集中度はかなり高い。エ

ンジン・タービンや各産業用機械の製造業（3821

～24）の上位4桂集中度は88.9g,i;, 電機・電子製

造業（3831～33〕の上位4社集 中度 は86.7~t下，上

位 8社集中度は100主主である。また，輸送機器のな

かの自動車製造業（3843）の上位4社集中度は93.4

~t下である〔かっこ内は国際標準産業分類のコード）。こ

れらの市場形態は一部の例外を除けば高位寡占型

に分類されるほどである情的。

（注1) コ九ト不利率は，産業の純産出高を2分の

lに分け，規模の小さい方の企業の産出する平均1人

当り付加価値額と，残り50f訴を産出する大ぎい方の企

業の平均l人当り付加価値額との比率，によって計測

される。式によって示せば，

CDR色＝L,dL叫

ここで， CDRtは第i産業のコスト不利率， Luは小

企業の平均労働生産性， Latは大企業の平均労働生産

性である。 CDRiがl以上であれば，小企業の平均l

人当り付加価値額が大企業のものに等しいか，あるい

はより大きい，ということである。その場合は，小企

業の方がコスト国で有利であることになる。滞悶秀次

直jS; J、イメ・デ・メロ「チリにおける貿易自由化と市

場構造・市場成果J（『7ジア経済』第25巻第7号 19 

84年7月）／Caves,R. E.; J. Khalilzadeh-Shirazi; 

M. E. Porter，“Scale Economies in Statistical 
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Analyses of Market Power，” Thailand, Review of 

Economics and Statistics，第57巻第2号， 1975年

5月， 133～140ページを参照。

（注2〕 付加価債の統計は， Thailand.,National 

Statistical O伍ce,Report of 1971 Industrial Census, 

バンコ !7, 1971年による。本資料では多〈の産業の付

加価値額がマイナスの値で報告されているが，ここで

の計算では，マイナス分を除L、て計算した。また，現

在（1988年3月〉からみると， 70年の数値は古い。タ

イではこの聞に工業化が進展し，企業集中などの産業

組織上の指標は大き〈変化している。しかし，新しい

データがな〈，止むを得ず使用した。

（注3) コスト不利率が大であれば企業規模が参入

障壁として有効となる。参入障壁としては企業規模が

問題であって，企業自体でなく，生産に従事する工場や

そのなかのプラ γ トの規模の経済性を問題にすること

は容易ではない。プラント規模の経済性を問題にした

例もある。た主えば，Khalilzadeh-Shirazi,J.，“Mar-

ket Structure and Price-Cost Margins in U. K. 

Manufacturing Industries，＇’ Review of Econ側 ics

and Statistics，第56巻第1号， 1974年2月， 67～76

ページ，であるが例外的であろう。企業の効率的な生

産の最小規模をミエマム・エフイシェント・只ケーん

あるいは MES というが，これは規模の経済性を享

受するために必要な最小限の企業規模である。この規

模が大になればなるほど参入障壁がより高〈なる，と

いうのがケイヴズ他の主張である。 Caves; Khalil-

zadeh-Shirazi; Porter，前掲論文を参照。

参入障壁は，潜在的に参入しようとしている企業の

参入を阻止するものであり，すでに参入している企業

間での市場支配力は，企業集中度，企業規模，小企業

の：：， ：，..ト不利率，あるいは企業の市場行動に影響する

その他の要閣に依存する。ただし，これらの要因は互

に独立に働〈とは限らなL、。



（注4) 企業集中度の高い企業は，大企業であるこ

とが多い。大企業は販売や資産の規模が大きいが，単

に規模だけではなしたとえば価格に対する影響力の

行使など布場行動の面からも自らのシェアーを高めて

いる。産業自体の規模が小さいならば，仮に 1企業で

独占しても大企業にはならなL、。この場合，他産業か

らの企業の参入が可能であればこのような独占小企業

は存在できないが，何らかの産業の特性から参入障壁

があれば独占小企業がありうる。

(i注5）谷口 前掲論文書草5表参照。

N 外資政策と企業集中

タイの外資導入は， 1960年公布の「投資奨励

法Jによって本格的なものになった。それ以前に

投資奨励・産業奨励の法令があるにはあったが，

手続きに時間がかかるなど外国人には不評で，タ

ィ政府は法令を変えることになり， 1960年の「投

資奨励法」は，外資の流入を促すように作られ

た。 1970年代に入って，タイ政府は 2回外資政策

を大きく変更した。その結果，資本をより多量に

必要とする資本集約的な産業，あるいは先端的な

技術を必要とする高技術産業への外資の導入と，

それ以外の産業への導入制限とがより明確になっ

た。実際，先進国の企業の海外生産活動の高まり

をも反映して，外資の流入は拡大し始めた。タイ

の外資導入は工業化を目的とするものであった

し，また工業化に大きく貢献したことが多くの研

究によって明らかにされているく注 I)o ここでは外

資政策と企業集中との関係に注目して論ずる。

「1977年投資奨励法」〈注2）は，奨励対象産業の

指定については従来の法とそれほど異なるもので

はないが，これまでにない特徴として，規模の指

定が全般的に引き上げられていること，あるいは

高い輸出比率が多くの業種について指定されてい

ること，があげられる〈注3）。

Fイ製造業の市場構造

資本をより多量に必要とする，という制限が，

奨励を受ける条件に付されている。 1972年と77年

の法改正により， 70年の段階では資本金「1(ゆ万f

以上」とされた業種でも77年以後は「200万f以

上」となるなど，基準額が増大した。この期間の

物価上昇を考慮に入れれば，増額は当然ともいえ

ようが，必要資本金額がより大きくなり，それだ

け大企業が小企業よりも有利になったのは事実で

ある。

以上のような外資政策の変更は，企業集中度の

上昇に寄与した。たとえば， 1970年以降，高度成

長をみせた各産業のいくつかでは企業集中度の上

昇がみられるが（第3表〉，その理由の一つは，外資

導入によって設立された企業が容易に市場を席捲

しえたためである。たとえば，外資のなかでも大

きな役割を果たした日本資本の繊維産業における

投資は，繊維産業向け全外国投資の50~を超えて

いる。織維産業における企業集中度とそこにおけ

る日系企業のあり方を示したものが，第4表であ

る。紡績業に典型的にみられるように，全体の企

業集中度は日系企業の集中度の高さに並行してい

る。また，両者とも集中度が高い。染色・仕上げ

業についてもほぼ同様に日系企業の集中度の高さ

に並行して全体の企業集中度が高い。企業数の多

い織布業をみると，上位5企業でも集中度は17.2

Zしかなし他2業種に比べ織布業がより競争的

であることがわかる。外資の導入は，結果的に繊

維産業の高い集中度を導いた。この事実は，外資

導入に企業集中度を高める効果のあることを示し

ている。

タイにおける外資導入政策と企業集中の関係

は，次のように要約できる。工業化の方向が輸出

指向的な方向へと変化した後，外資が積極的に導

入され，圏内からもこれに応える形で企業が成長

ヰラ
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してきた。それが同時に大企業として企業集中度

の上昇に寄与することになったのである。政府が

外資導入などにより企業間での選別を行なうと，

選別された企業には一種のレントが生じる。たと

えば，一定の生産能力があればそれ以上奨励を与

える必要はなく，奨励を受けた企業と受けない企

業とのあいだの租税負担の差などはたいへん大き

い。それが参入障壁となり，大企業の寡占的協調

行動と相候って高い企業集中度を導い、たのであ

る。

（注1) 神谷克己編『タイの産業開発と合弁企業』

アジア経済研究所 1965年／宍戸寿雄編『タイ経済発

展の諸条件Jアジア経済研究所 1973年／鈴木長年編

『アジアの経済発展と輸出指向工業化』アジア経済研

究所 1974年／SomsakTambunlertchai, "Foreign 

Direct Investment in Thailand’s Manufacturing 

Industries，”博士論文， 1975年／SuraSanittanont, 

“The Role of Japanese Investment in Thailand: 

With Special Reference to the Textile Industry，＇’ 

Takeshi Mori繍， Japan’sOve月間SInvestment, 

東京， Instituteof Developing Economies, 1976年

/Somsak Tambunlertchai, Ja戸 neseand Ameri-

can Investments in Thailand’s Manufacturing 

Industries.・AnAssessment of Their Relative Eco-

nomic Contribution to the Host Country，東京，
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Institute of Developing Economies, 1977年，

等。

（注2) 1987年9月，タイ投資委員会（BOI）のチ

ラ長官は，本法の改正の動きがあることを表明した。

その内容は，地方に立地する企業に対するより一層の

優遇措置を含むものであるが， 11月現在，まだ国会で

の改正を経ていない。

（注3) 伊藤禎一『Fイの産業投資奨励政策主投資

法』（経済協力調査資料83) 7ジ7経済研究所 1978

年 28-35ページ。高い鎗出比率の指定は，奨励を受

ける条件を明記した BOIの規則（ministerialan-

nouncement）にみられる。たとえば，手袋や宝石装飾品

の場合の売上高の80f江以上の輸出指定は競争力からみ

て当然かもしれないが， レソズまたは眼鏡もしくは部

品の生産80/t:の輸出指定，あるいは鋼船以外の船の建

造の場合の50~の輸出指定はかなり高いと思われる。

高技術産業へと奨励対象業種を変更してレることは，

1962年には奨励業種リストのなかに含まれていた「家

庭用電気用品」産業がな〈なり（77年），「電子機器の

生産または組立て」がリ λ トに含まれた〔77年〉こと

などに現われている。外務省南東アジア第一課「タイ

国における外国企業の進出状況」 1973年および伊藤

向上書 77ページを参照。

V 付随的論点について

一一企業集中と下請関係一一

ある企業の企業集中度が高いことは，それ自体
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外注に依存する可能’出，あるいは下請利用の可能

性を広げるものである。しかし，市場支配カが大き

くなり，独占的利潤など平均利潤以上の利潤が確

保されていれば＼下請関係を利用しなくても企業

としては成立し，内製することによりその部分の

一層の管理と企業自体の規模の拡大を図ることが

できる。こちらの可能性がより大であれば，集中度

の高い企業も下請を利用しない，と考えられるか

第4表繊維産業の集中度と日系企業（1978年〉

企（業i位順位！｜頂別） ぽ臨時間｜日系

紡
1 9.6% 9.6% 
2 24.6 15. 7 
3 33.3 20.4 

績
6 51. 4 31. 5 
12 100.0 45.5 

織

全数X第N～m詰（》イ4証舎俳t喝著挙壇業書: 

1 5.3 5.3 
1 13.5 5.3 
3 17.2 9.0 

布
6 25.3 15.2 
13 100.。 25.0 

書・上仕げ

錯 i翠！
1 9.3 9.3 
3 20.4 20.4 
3 28. 1 20.4 

42. 7 23.9 
8 100.0 27.0 

（出所） Ikeda, K. （池田勝彦），“TheTextile In-
dustry in Thailand，”ミメオグラフ， H刷年より
編成し直した。原典はパンコク日本人商工会議所
『タイ国繊維産業設備能力調査報告書』 1979年。

ら，結局，集中度の高いことが下請利用を促進する

か否かは実証分析に委ねざるをえない。下請関係

のみられる産業では大企業の側と下請企業の側の

双方が，下請関係の経済的メリットをこれら大企

業の市場支配力に見出している。大企業（親企業〉

の立場からすれば，大きな市場支配カは，取引費

用を加味しでも外注によって部品・中間財を有利

に入手することになる。下請に出すことにより，

契約に必要な事務費用・時間をさらに節約できる

であろう。また，下請企業の立場からすれば，注文

〈需要）の確保ができるからである。タイ製造業

においては，需要規模が十分に大きい親企業ばか

りとは限らないので，需要の確保はとくに重要な

メリットといえる。逆に，親企業から下請関係を

小企業に結ばせるカが弱いことにもなり，集中度

が十分に高い場合に下請関係成立の可能性がより

大きい。発展途上国の生産活動について観察し，

「統合されていない」（dis-integrated）生産システ

ムが小企業の活動の機会を増大しているとみたミ

ード（D.C. Mead）は，同一産業内で市場におけ

るカに差のある大企業と小企業の聞に下請関係の

一つのパターンがあることを見出した。この場合
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第5号室 中小企業の下請比率（19明年〉

産駒門 1 中 小 企 業

「 l望安委 lZ啓上構枇ゆ〉

事木罪製金草品書
14 3 21. 4 
14 11 78.5 
14 14 100.0 
14 9 64.3 
14 4 28.5 

,\~ 
14 5 35.7 
14 7 回.o
14 2 14.3 
15 6 40.0 
13 6 46. 1 

合 計！ 140 I 67 I 47. s 

（出所〉 アジア経済研究所「発展途上国中・小企業研
究報告書」（第2分冊） 1986年 241ページ。

は，大企業の側が買い手寡占の状態にあり，下請

企業である小企業の方は類似企業の数が多く，成

長しにくい，とされている位 l)0 

タイ製造業のなかでどの産業の中小企業に下請

がみられるのかを第5表からみると，木製品，機

械，繊維，あるいは化学などに下請比率が高い。

これらの産業の大企業は同一産業の小企業にとっ

て買い手企業であると考えられる。買い手企業が

別産業の企業であることもあろうが，第5表の産

業の買い手集中度が高い場合には，その産業の大

企業が買い手であると推定できょう。

企業集中度に加えて，それとコスト不利率の両

者による市場支配力はこの種の下請関係を生じや

すいと思われる。売り手企業としての集中度は，

第E節においてみたようにタイ製造業の各部門は

かなり高い。では，タイ製造業における買い手集

中度〈注2）はどれくらい高いのか。これを次に考え

る（注3）。

いま，任意の i財について，その買い手産業j

産業への販売額のウエイトを何で表わせば， i 

財の貿い手集中度BCR，は， BCR,="i;.民ブRi，・ttJ
により求められる。
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j産業における買い手集中度 BCR11は，産業

内のすべての企業について投入係数借りが同一で

ある，と仮定すれば，

SCR1=BCRり (6) 

の関係を用いて求められる位5¥

ここで， SCR，は，産業jの製品市場の売り手

集中度， BCR11は，産業jが購入する財 tについ

ての産業j内の買い手集中度，である。

タイ製造業について，買い手である産業j内の

すべての企業の投入係数が同一であるとは考えに

くい。たとえば，鉄鋼製品の中間財メーカーにつ

いてみると，企業内で鉄鋼を再生する企業と，原

料の鉄鋼を購入する企業とが存在する位的。

しかし，これらの産業に比べ，繊維産業のなかの

織物製造，あるいは家電製品・電池製造業におけ

る投入係数の企業聞での同一度は，相対的に高い

〈注7)。もし，企業問の投入係数の同一度の高いこ

れらの産業で．売り手企業の集中度が高ければ，

これらの産業には下請関係による部品入手が高い

比率を占めているはずである。なぜならば，（6）式

によって，産業j内の買い手集中度が高く，産業

jは買い手寡占の状態にあることがわかる。そう

すると，ミードのいう下請関係の一つのパターン

がみられるであろうからである惟8）。

（注1) Mead, D. C.，“Of Contracts and Sub・ 

contracts: Small Firms in Vertically Disinteg・ 

rated Production/Distribution Systems in LDCs，＇’ 

World Development，第12巻第11・12号， 1984年11・

12月， 1095～1106ぺージ。市場支配力と下請関係につ

いては， 本稿に述べたミード（D.C. Mead〕， の他

に，日本の最近の下請制輸のなかで中村精氏や，港徹

雄氏らの「準垂直統合論」とレわれる議論が本節を支

持する見方を述べている。中村精「下請制の準君直統

合的性絡」（『商工金融』第31巻第11号 1981年11月〉／

港徹雄「下請中小企業の新局面とその理論展開」（『商



ヱ金融』第35巻第1号 1985年l月〉等を参照。

（注2) 買い手集中皮とは，ある財iの市場におけ

る販売量が，どの程度特定の企業に集中しているかを

示す比率である。少数の企業が高い貰い乎築中度を示

す場合は，買い手寡占の状態にある。

〈注3) このような買い手集中度や買い手寡占など

の市場構造の分析，売り手集中による市場支配力を制

約する「措抗力」をもっ寅い手集中度の高まり，すな

わちガノレプレイス仮説の検証，および構造と成果に関

する分析を内容とする買い手集中の分析例が日本につ

いてなされている。馬場正虫色・楠田義・福林良治・横

倉尚「買手構造と市場成果」（『経済分析』［経済企画

庁］第64号 1977年2月） 121～169ページ。

（注4) 濁知のように，投入係数とは，産業jの総投

入額X1に占める各産業iからの投入額Xtjの比率で

ある。産業iの生産物が産業jに投入されている場合

の投入係数a，，は， aif=Xt1!X1によって定義される。

（注5〕馬場他前掲論文 124ペー：／C 

（注6) 鉄鋼を再生する企業は，再生する炉をもっ

他，触媒などの補助投入財が必要である。また，製紙

業では，原料のバノレプが原料総量中に占める比率が異

なる（もっとも，製品である紙の品質を詳細に区分

し，それに合わせて産業を分類すれば，この場合には

投入係数をかなり向ーにできる〉。

〈注7〕 タイにおいてこれら産業の企業を訪問・調

査した結果である。投入係数の同一度が高いことは，

1974年から84年の間，何回かタイにおいてこれらの複

数の企業を訪問し，原料その他の投入比率を聴取調査

した折の多くの工場における証言に基づ〈。

（注8) タイ製造業の買手企業の集中度は一般的に

高〈なL、。ほとんどの下請企業が複数の親（元調〉企

業に納入する態勢にあるからである。自動車部品を

供給する下請企業などは典型例であろう（Somsak

Tambunlertchai他， Changesin the Industrial 

Structure and the Role of Small and AゐdiumIn・ 

dustries in Asian Countries: The Case of Thail-

and，東京， I.D. E., 1986年， 84ページ，には消費者

に直接販売する産業もあることが示されている。

VI 要約と結論

第E節においてみたように，タイ製造業の企業

タイ製造業の市場構造

集中鹿と価格・費用マージンとの開iζ正の相関関

係がある。そのなかでは，半数の産業において係

数の符号が仮説に反するものであった（第1表〉。

この理由を考えてみると，あまりに高い集中度は

独占企業的行動を誘発して生産・利潤を減少させ

るであろうから，高い集中度が価格・費用マージ

ンにマイナスに働くケースもありうることであ

る（注 I）。

一般的なケースを考えてみると，何らかの方法

で価格・費用マージンを利用することのできた企

業は，相対的に規模が大きくなり，取引上の，あ

るいは市場構造に直接介入する独占禁止法のよう

な撹乱がなければ，絶対的規模も大きくなるであ

ろう。そうなれば第E節でみたように，コスト

面，あるいはその他の市場支配力が働き，下諮問

係が叢生する条件が備わることになろう。

第町節において述べたように，外資政策は企業

集中度の上昇にフ。ラスに働いた。しかし，関連産

業の育成の点からいえば，タイ製造業の部品産業

あるいは裾野産業の未発達を理由に，供給をタイ

圏内に求めず，外資系企業は自国から輸入部品を

購入する，といわれている。現在は，この状況が

変化しつつあると思われる。企業集中度の上昇

は，それ自体でその企業の市場支配力を高めるも

のであるが，それ以外にも相対的に小企業である

企業のコスト上の不利が製造業一般に観察される

こと（第E節〉や大企業同士の協調的価格設定行動

が存在することは，企業の市場支配カを高める。

伝統的企業聞ではこのような大企業同士の協調的

行動は一般的にはみられないものである。外資導

入はタイの伝統的企業とは異なった行動，すなわ

ち企業聞の協調的行動をもたらしているといえよ

う。また，下請関係だけに限定すれば，外資系大

企業の方が下請関係にある中小企業をよ P多くか
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第S表業種惣j下請関係企業分布（タイ， 1985年〉
〈単位：企業数〉
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（出所〉 第5表と同じ。

かえており（第6表〉，下請関係の展開は外資の導

入により今後も一層進むものと思われる。

しかし，第V節においてみたように，タイにお

いては売り手企業集中度は高くても買い手企業集

中度が高まる条件は備わっていない。下請関係が

ラ0

企業集中により促進されるとすれば，それは大企

業と小企業との併存が，ミードのパターンを成立

させる場合である。今後どのようなパターンの下

請関係がよりー椴的になるのかは，一層の分析を

必要とする。

タイ工業化は今後も相変わらず高い成長率で進

むであろうが，本論の結果からみれば，一つには

企業集中度がすでに高い産業分野において工業化

が進展するか否かは下請関係が育成されるかどう

かにかかっており，ニつには買い手企業集中度が

現在低く上昇の見込みのない産業分野において

は，政策によって成長カの高い企業を創出するべ

きか否かの選択を迫られることになろう。

（注I）遂に，市場成果である価格・費用マージγ

が市場構造に，あるいは企業集中度にどのような影響

を与えているのか。この点について，谷口 前掲論文

では，市場成果をダイナミ y Pな要因を働かせて吸収

することのできた産業の成長率が高〈，それが企業集

中皮を高める方向に市場構造を変化させる， と考え

た。これ以外にもさまざまな影響を考えることができ

ょう。

（アジア経済研究所総合研究部主任調査研究員〉

〔付記〕本稿は，当研究所が1986年度に実施した

「企業集中と下誇関係」研究会（主査：：谷口興ニ〕の

成果の一部である。


